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【ＨＰ掲載版】 

住まいの再建支援策に係るＱ＆Ａ 

 

【共通事項】 

 

（問１）支援策の対象世帯は、住民票上の世帯か、罹災証明書上の世帯か。 

（答）罹災証明書上の世帯を基準とします。 

 

 

（問２）元々一つの世帯だったものが、２か所に再建した場合、それぞれ対象

となるのか。 

（答）罹災世帯で１回のみ助成します。 

   被災時１つの世帯であったが、再建時、２つの世帯に分かれる場合には、

どちらか１つの世帯に助成を行いますので、助成金はどちらの世帯で申請

するかどうか世帯間でお話し合いいただきますようお願いします。 

 

 

（問３）２つの被災世帯が１つの応急仮設住宅に同居した場合、支援策はそれ

ぞれの世帯で対象となるのか。 

（答）２つの被災世帯が１つの応急仮設住宅に同居し、その後同一の住宅に再

建する場合は、２つの被災世帯を１世帯とみなし、１回のみ助成します。 

   ただし、別々の住宅に再建する場合は、それぞれの世帯に助成します。 

 

  ［同一の住宅に再建→１世帯分のみ助成］ 

 

 

 

 

 

  ［別々の住宅に再建→２世帯分助成］ 

 

 

 

 

 

 

 

（問４）申請するタイミングはいつか。 

（答）再建先となる住居に転居が完了した後に申請していただきます。 

   応急仮設住宅入居者は退去の事実が確認されたことを併せて確認させて

いただきます。 

(被災時) (仮設住宅） （再建先）

A B

A

A B

B

(被災時) （再建先）(仮設住宅）

A

B

A B

A

B
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（問５）申請者は被災者に限るのか。 

（答）申請者は、被災者（罹災証明書に記載がある世帯員）に限ります。 

 

 

（問６）支援金の振込み先は、申請者に限られるのか。 

（答）支援金の振込み先は、原則、申請者に限ります。 

   ただし、自宅再建利子助成事業について、申請者の２親等以内の親族が

融資を受けた場合、申請者からの委任状により、融資を受けた者（申請者

の２親等以内の親族）に振り込むことができます。 

 

 

（問７）申請手続きは、被災時の市町村、それとも現在居住している市町村、

いずれの市町村で行うのか。 

（答）被災時にお住まいだった市町村で手続きを行ってください。 

 

 

（問８）既に再建先（恒久的住まい）となる住居に転居している場合、対象と

なるか。 

（答）原則として、住宅を再建し、その住宅に入居した日から６月以内に申請

いただく必要があります。 

   ただし、各助成金の補助金交付要項施行日（※）以前に再建した場合に

は、原則として、要項施行日から６月以内に申請いただければ対象としま

す。 

  ※補助金交付要項施行日については各市町村で時期が違いますので、被災

時お住まいだった市町村申請助成金申請窓口にお問い合わせください。 

 

 

（問９）再建先が県外となる場合、対象となるか。 

（答）対象となりません。県内での再建が対象となります。 

 

 

（問 10）被災者生活再建支援金をもらっていても対象となるか。 

（答）対象となります。 
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（問 11）５つの支援策があるが、併給は可能か。 

（答）対象要件に合致すれば、併給は可能です。 

  （例） 

   ・自宅を再建した場合、融資を受け、転居を伴えば、自宅再建利子助成

もしくは、リバースモーゲージ利子助成と、転居費用助成が受けられ

ます。融資を受けていなければ、転居費用助成のみ受けられます。 

   ・民間賃貸住宅に入居した場合、転居を伴えば、民間賃貸住宅入居助成

と、転居費用助成が受けられます。現在、賃貸型応急住宅に入居して

おり、３者契約を２者契約に切替え、新たに契約を締結した場合は、

転居は伴わないため、転居費用助成を受けられません。 

   ・公営住宅に入居した場合、公営住宅入居助成と転居費用助成が受けら

れます。 

   ※自宅再建のための利子助成、民間賃貸住宅入居助成、公営住宅入居助

成の併給はありません。 

 

 

（問 12）交付対象者で、応急仮設住宅入居者が供与期間を過ぎて入居している

場合、対象となるのか。 

（答）対象となりません。 

   ただし、応急仮設住宅の供与期間が延長された方については、延長され

た期限までに退去し、再建先に転居いただければ対象となります。 

 

 

（問 13）転居完了後の申請であるが、世帯のうち一部が応急仮設住宅に残る場

合、申請は可能か。 

（答）一部が残る場合は不可です。応急仮設住宅に入居していた世帯全員が転

居後申請してください。 
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【リバースモーゲージ利子助成事業】 

 

（問１）リバースモーゲージ型の融資とはどのようなものなのか 

（答）毎月の返済は利息のみで、借入金の元金は申込人全員が亡くなられたと

きに、住宅及び土地の売却等により、一括して返済するものです。 

   リバースモーゲージ型の融資の詳細については、リバースモーゲージ型

の融資商品を取り扱っている金融機関にお問い合わせください。 

  ※リバースモーゲージ利子助成事業はリバースモーゲージ型の融資を受け

られた方が支払われる利息の一部を助成するものです。 

 

 

（問２）被災前の住居が自宅以外であった場合でも申請できるか。 

（答）被災前の居住形態は問いません。持家、賃貸住宅などでも交付対象者の

要件に合致すれば申請可能です。 

 

 

（問３）個人間の借入（親族間の借入等）や消費者金融からの借入は対象とな

るのか。 

（答）個人間の借入、消費者金融は不可です。 

   あくまで住宅再建のために金融機関（※）から借入れたものであり、金

銭消費貸借契約書の資金使途欄に住宅を建設、購入、補修するために借入

を行ったことを明記されたものに限ります。 

  ※金融機関等 

   ○独立行政法人住宅金融支援機構    

   ○民間金融機関 

   ○各種共済組合、その他貸付事業を行う団体 

 

 

（問４）利子助成の利率はいつ時点の貸付利率を採用するのか。 

（答）金銭消費貸借契約書締結日時点の独立行政法人住宅金融支援機構の「災

害復興住宅融資」の基本融資額に係る融資金利（団体信用生命保険に加入

しない場合に適用される金利）を採用します。 

 

 

（問５）工事請負契約書や不動産売買契約書などの提出は求めないでいいのか。 

（答）リバースモーゲージ型の融資の場合は必ず土地と建物に抵当権を設定し、

抵当権設定契約を締結するため、再建先の所在地を把握することが可能で

あることから提出を求めていません。 
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（問６）具体的にどのように利子助成額を算定するのか。 

（答）以下の事例をご参照ください。 

 

 ［事例１］ 

  リバースモーゲージ型の融資を以下の条件で借入れた場合 

   融資額：1,000 万円 

   融資金利：2.02％ 

   金銭消費貸借契約日：令和 2年 12 月 1 日 

 

   850 万円（※1）×0.54％（※2）×20年＝918,000 円（千円未満切捨て） 

  （※1）1,000 万円借入れた場合でも、利子助成額を算定する場合には助成対象限度額

である 850 万円を借入れたものとみなし計算します。 

  （※2）令和 2年 12 月の融資申込者に適用される独立行政法人住宅金融支援機構の「災

害復興住宅融資」の融資金利（※3）です。 

  （※3）団体信用生命保険に加入しない場合に適用される金利とします。なお、「災害

復興住宅融資」の融資金利は、毎月見直しが行われます。 

 

 ［事例２］ 

  リバースモーゲージ型の融資を以下の条件で借入れた場合 

   融資額：500 万円 

   融資金利：2.02％ 

   金銭消費貸借契約日：令和 2年 12 月 1 日 

 

   500 万円×0.54％（※1）×20 年＝540,000 円（千円未満切捨て） 

  （※1）令和 2年 12 月の融資申込者に適用される独立行政法人住宅金融支援機構の「災

害復興住宅融資」の融資金利（※2）です。 

  （※2）団体信用生命保険に加入しない場合に適用される金利とします。なお、「災害

復興住宅融資」の融資金利は、毎月見直しが行われます。 
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【自宅再建利子助成事業】 

 

（問１）申請者と融資を受けた者が違う場合でも申請可能か。 

（答）被災した世帯（申請者世帯）のために建てる家で、融資を受けた者が、

申請者の２親等以内の親族であれば申請可能です。 

 

 

（問２）個人間の借入（親族間の借入等）や消費者金融からの借入は対象とな

るのか。 

（答）個人間、消費者金融は不可です。あくまで住宅再建のために金融機関（※）

から借入れたものであり、原則として金銭消費貸借契約書（金銭消費貸借

契約書の資金使途欄）に住宅を建設、購入、補修するために借入を行った

ことを明記されたものとします。 

  （※）金融機関等 

    ○独立行政法人住宅金融支援機構 

    ○民間金融機関 

    ○各種共済組合、その他貸付事業を行う団体 

 

 

（問３）提出を求める金銭消費貸借契約書は法人名義のものでも可能か。 

（答）法人名義のものは不可です。 

   申請者本人もしくは、申請者の２親等以内の親族名義のものに限ります。 

 

 

（問４）金銭消費貸借契約書に住宅を建設、購入するために借入を行ったこと

を明記されていないが、店舗兼住宅や賃貸住宅を建設、購入し、再建先

として入居するために金融機関から融資を受けた場合でも対象となるの

か。 

（答）基本は個人が住宅を再建するための住宅ローンを対象と考えていますが、

住宅を建設、購入することが、金銭消費貸借契約書で確認できない場合（資

金使途が事業資金など）でも、その資金が店舗兼住宅や賃貸住宅を建設、

購入するために使用され、再建先として入居していることが確認できた場

合には、居住部分の面積按分により助成額を算出します。 

 

   また、申請時には以下の資料を追加で提出してください。 

    ①建物の居住用に使用する部分の床面積と事業用に使用する部分の床

面積を算出した資料 

    ②建物の図面 

    ③工事請負契約書又は不動産売買契約書建物の総面積が記載されてい    

るもの） 
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（問５）利子助成の利率はいつ時点の貸付利率を採用するのか。 

（答）独立行政法人住宅金融支援機構の「災害復興住宅融資」以外の借入の場

合は、金銭消費貸借契約書に記載されている貸付利率と金銭消費貸借契約

書締結日時点の独立行政法人住宅金融支援機構の「災害復興住宅融資」の

融資金利（団体信用生命保険に加入しない場合に適用される金利）と比較

して利率の低い方で計算します。 

  ※ 実際の融資が変動金利の場合、第１回返済時の利率と比較します。 

    なお、独立行政法人住宅金融支援機構の「災害復興住宅融資」で借入

を行っている場合は、以下の利率により計算します。 

（団体信用生命保険に加入しない場合） 

金銭消費貸借契約書に記載されている貸付利率 

（団体信用生命保険に加入している場合） 

金銭消費貸借契約書に記載されている貸付利率から、団体信用生命保

険に加入しない場合の利率との差分を引いた利率 

  ※ 独立行政法人住宅金融支援機構の「災害復興住宅融資」に限っては本

事業のモデルケースとしているため、金銭消費貸借契約書に記載されて

いる貸付利率を基礎として計算します。 

 

 

（問６）世帯年収（所得）は被災時点の世帯、再建後の世帯どちらでみるのか。 

（答）被災時の世帯を基準に、その世帯の再建時の状況で判断することとしま

す。詳細は以下の事例を参照ください。 

 

 ［事例１］ 

  被災時、Ａ、Ｂ、Ｃの３人で被災し、再建時はＡ、Ｂの２人が自宅再建し、

Ｃは別に再建をした場合 

   （被災時）       （再建時） 

 

 

 

 

 

 

 ［事例２］ 

  被災時、Ａ、Ｂの２人で被災した世帯と被災していないＣが再建時同居し

た場合 

   （被災時）       （再建時） 

 

 

 

 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

収入（所得）要件はＡとＢの収

入（所得）の合計額で判断する。 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

収入（所得）要件はＡとＢの収

入（所得）の合計額で判断する。 
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（問７）収入（所得）要件は具体的にどのように算定するのか。 

（答）世帯の収入が給与収入のみの場合は「収入」、給与収入以外の収入がある

場合は「所得」で確認します。 

   ただし、世帯の収入が給与収入のみの場合でも、所得控除要件（※）に

該当する者がいた場合には「所得」で確認します。 

  ※所得控除要件 

控除要件 控除額 

（１）満６０歳以上の者がいる場合 

世帯全員の所得の合計額

から１人当たり１０万円

所得を控除する 

（２）障がい者 

以下のいずれかの要件を満たす者がいる場合 

ア 身体障害者手帳の３級～６級に該当するとき 

イ 療育手帳のＢ１又はＢ２に該当するとき 

ウ 精神障害者保健福祉手帳の２級又は３級に該当するとき 

世帯全員の所得の合計額

から１人当たり２７万円

所得を控除する 

（３）特別障がい者 

以下のいずれかの要件を満たす者がいる場合 

ア 身体障害者手帳の１級又は２級に該当するとき 

イ 療育手帳のＡ１又はＡ２に該当するとき 

ウ 精神障害者保健福祉手帳の１級に該当するとき 

世帯全員の所得の合計額

から１人当たり４０万円

所得を控除する 

 

 

（問８）課税証明書は、いつ時点のものを添付するのか。 

（答）再建した住宅に入居した日の属する年の前年のもの。前年の課税所得証

明書が取得できない場合は前々年のものを添付ください。 

 

 

（問９）子どもについても課税所得証明書の提出を求めるのか。 

（答）１５歳未満の被扶養者については不要とします。 

   なお、１５歳以上の世帯員がいる場合には課税所得証明書を提出してく

ださい。 

 

 

（問 10）２３歳未満の扶養者や控除要件（６０歳以上、障害者手帳等の所持の

有無）の確認は、いつ時点で確認するのか。 

（答）再建した住宅に入居した日を基準とします。 
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（問 11）要項第２条の別表２の被扶養者は「子」に限るのか。 

（答）原則、「子」に限ります。 

   ※なお、以下のような事例も考えられます。 

   例）親世帯と子世帯が同一世帯の場合であり、親世帯に被扶養者が 1人

おり、子世帯にも被扶養者が１人いた場合にはその世帯の被扶養者は

２人とします。 

 

 

（問 12）２３歳未満の被扶養者・所得控除対象者はどこまでの範囲で確認を行

うのか。 

（答）収入（所得）額の確認範囲は被災世帯のうち、再建先に入居する者で確

認しますが、２３歳未満の被扶養者・所得控除要件対象者の確認範囲につ

いては再建時の世帯で確認します。詳細は以下の事例をご参照ください。 

 

 ［事例１］ 

  被災時、Ａ、Ｂの２人で被災した世帯と被災していないＣが再建時同居し

た場合（Ａ、Ｂ、Ｃは住民票上同世帯）。 

   （被災時）       （再建時） 

 

 

 

 

 

 

 

 ［事例２］ 

  被災時、Ａ、Ｂの２人で被災した世帯と被災していないＣが再建時同居し

た場合（Ａ、ＢとＣは住民票上別世帯） 

   （被災時）       （再建時） 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ 

Ｂ 
Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

【収入（所得）要件の確認】 

Ａ、Ｂ 

【被扶養者・所得控除要件対象者の確認】 

 Ａ、Ｂ、Ｃ 

Ａ 

Ｂ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

【収入（所得）要件の確認】 

Ａ、Ｂ 

【被扶養者・所得控除要件対象者の確認】 

 Ａ、Ｂ 
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（問 13）具体的にどのように利子助成額を算定するのか。 

（答）以下の事例をご参照ください。 

 

 ［事例１］ 

  住宅ローンを以下の条件で借入れた場合（「災害復興住宅融資」以外の借入） 

   融資額：1,000 万円 

   融資金利：1.0％ 

   返済期間：35 年 

   金銭消費貸借契約日：令和 2年 12 月 1 日 

 

   借入額：850 万円（※1）、利率：0.54％（※2）、借入期間：35 年に基づき、

元利均等返済の利子計算方法により算定します。 

   本事例の利子助成額：830,000 円（千円未満切捨て） 

    

  （※1）1,000 万円借入れた場合でも、利子助成額を算定する場合には助成対象限度額

である 850 万円を借入れたものとみなし計算します。 

  （※2）令和 2年 12 月の融資申込者に適用される独立行政法人住宅金融支援機構の「災

害復興住宅融資」の融資金利（※3）です。 

  （※3）団体信用生命保険に加入しない場合に適用される金利とします。なお、「災害

復興住宅融資」の融資金利は毎月見直しが行われます。 

 

 ［事例２］ 

  住宅ローンを以下の条件で借入れた場合 

   融資額：500 万円 

   融資金利：1.0％ 

   返済期間：20 年 

   金銭消費貸借契約日：令和 2年 12 月 1 日 

 

   借入額：500 万円、利率：0.54％（※1）、借入期間：20 年に基づき、元利

均等返済の利子計算方法により算定します。 

   本事例の利子助成額：275,000 円（千円未満切捨て） 

  （※1）令和 2年 11 月の融資申込者に適用される独立行政法人住宅金融支援機構の「災

害復興住宅融資」の融資金利（※2）です。 

  （※2）団体信用生命保険に加入しない場合に適用される金利とします。なお、「災害

復興住宅融資」の融資金利は毎月見直しが行われます。 
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【民間賃貸住宅入居助成事業】 

 

（問１）現在入居している賃貸型応急住宅の契約を３者契約から２者契約に切

替え、新たに契約締結する場合も対象となるか。 

（答）対象となります。 

 

 

（問２）被災時別々の世帯だったものが、同一の民間賃貸住宅に入居する場合、

それぞれの世帯が入居費用助成の対象となると考えてよいか。 

（答）基本的には、被災時の世帯を対象とすることとしていますが、同一の民

間賃貸住宅を再建先とし入居する場合は、１世帯分のみの申請とします。 

 

 

（問３）入居時に支払った費用についての領収書等が必要か。 

（答）一律助成のため不要です。 
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【転居費用助成事業】 

 

（問１）応急仮設住宅以外からの転居も対象となるのか。 

（答）交付対象者の要件に合致すれば、応急仮設住宅以外の公営住宅や親戚宅

等で生活されていた方も対象となります。 

 

 

（問２）応急仮設住宅に入らず、被災した住宅から直接再建先へ移転した場合

も対象となるか。 

（答）交付対象者の要件に合致すれば、対象となります。 

 

 

（問３）自宅を解体し、敷地内の納屋等で生活した場合、転居費用の対象とな

るか。 

（答）自宅を解体し再建した場合、解体住居から荷物等を移し保管する費用・

労力が発生すると判断するため、転居同等とみなし転居費用の対象としま

す。 

 

 

（問４）引っ越しの際の領収書等は必要か。 

（答）一律助成のため不要です。 
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【公営住宅入居助成事業】 

 

（問１）既に再建され、入居されている世帯もあるが対象となるのか。 

（答）再建先を公営住宅とされた世帯が対象なので、既に入居されている世帯 

についても遡って対象とします。 

 

 

（問２）領収書等の支出に係る書類の添付は必要か。 

（答）支出に係る書類の添付は不要です。一律１０万円を助成します。 

 


